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普通会計決算規模の推移
単位：百万円①歳入 ②歳出

① ②

第１編 普通会計決算収支の状況

１．普通会計決算規模

歳入： ２，５４７，６９７百万円（対前年度 ４１２，８６３百万円 １９．３％）
歳出： ２，４９９，３３６百万円（対前年度 ４０４，７５６百万円 １９．３％）
令和３年度普通会計の決算規模は、歳入歳出ともに県政史上最大規模となりました。

２．収支の状況

形式的収支 ：４８，３６２百万円（対前年度 ８，１０８百万円 ２０．１％）
翌年度繰越財源 ：１３，５２５百万円（対前年度 ６０２百万円 ４．７％）
実質収支 ：３４，８３７百万円（対前年度 ７，５０６百万円 ２７．５％）
単年度収支 ： ７，５０６百万円（対前年度 ▲１４，４９７百万円 ▲６５．９％）
令和３年度の実質収支比率は２．７％となりました。
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令和３年度の埼玉県の実質収支は、全国で第４位（前年度第９位）となっています。
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実質収支の全国状況 単位：百万円

＜実質収支と実質収支比率とは？＞
実質収支とは、歳入と歳出を単純に差し引いた額（形式的収支）から、翌年度へ繰り越すべき財源

を差し引いた額のことで、その年度の実質的な収支です。
実質収支は地方公共団体の純剰余・損失を示す指標で、一般的に黒字団体か赤字団体かの判断基準

となります。

実質収支比率とは、地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模
（標準財政規模）に対する実質収支額の割合をいいます。実質収支額が黒字の場合の比率は正数で、
赤字の場合は負数で表わします。

ポイント！

全国平均
１９，５５３

－2－
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（実質収支比率）

（実質収支）

令和３年度の埼玉県の実質収支は３４，８３７百万円、実質収支比率は2.７％となっています。

全国ランキング

－3－
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東京都
実質収支： 266,912百万円
実質収支比率： 8.2

埼玉県
実質収支： 34,837百万円
実質収支比率： 2.7

愛知県
実質収支： 76,103百万円
実質収支比率： 5.3

全国平均
※東京都除く

全国平均
※東京都除く

※ 金額の単位は百万円

※ 平均は単純平均

単位：百万円

※以下の２都県はプロットエリアの範囲外
であるため、データのみ明示

都道府県 金額 順位

東京都 266,912 1

愛知県 76,103 2

千葉県 38,189 3

埼玉県 34,837 4

北海道 32,972 5

- -

- -

佐賀県 1,399 43

奈良県 1,350 44

富山県 1,188 45

滋賀県 1,057 46

長崎県 758 47

平均 19,553

平均※東京都除く 14,176

実質収支

都道府県 比率(%) 順位

東京都 8.2 1

山口県 7.1 2

徳島県 5.9 3

宮城県 5.5 4

愛知県 5.3 5

- - -

埼玉県 2.7 17

- - -

佐賀県 0.5 43

富山県 0.4 44

奈良県 0.4 45

滋賀県 0.3 46

長崎県 0.2 47

平均 2.6

平均※東京都除く 2.5

実質収支比率



１．歳入決算の特徴

令和３年度は歳入決算額 ２，５４７，６９７百万円となり、
対前年度で４１２，８６４百万円の増となりました。

前年度からの主な増減として、国庫支出金が２３７，３７１百万円の増、
地方交付税が７５，１４０百万円の増、地方税が５５，００８百万円の増となっています。

第２編 歳入
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歳入構成比の推移
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主な自主財源である地方税の収入額は２年連続で増加しましたが、歳入構成比における割合も２年
連続で５０％を下回りました。

これは、主な依存財源である国庫支出金が新型コロナウイルス感染症の影響等により大きく増加し
たためです。

①地方税 ②地方交付税
③国庫支出金 ④地方債
⑤その他

①

②

③

④

⑤

－4－
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埼玉県は主な自主財源である地方税の割合が全国で第５位となっており、他県と比較すると自主財
源の比率が高くなっています。

＜自主財源と依存財源とは？＞
自主財源とは、地方公共団体が自主的に収入できる財源をいいます。
地方税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入等が該当します。その中で地方税がほと

んどを占めます。
自主財源の割合は、行政活動の自主性と安定性の確保が可能かどうかの指標となります。そのため、

財政の自主性を高めるためには、歳入全体に占める地方税の割合が高いことが望まれます。
依存財源とは、国の意思により定められた額を交付されて収入する財源をいいます。
地方交付税、地方譲与税、国庫支出金、地方債等が該当します。ただし、地方交付税及び地方譲与

税は、便宜上国から配分されていますが、その本質から地方公共団体の固有の財源として、依存財源
と区別する場合もあります。

ポイント！
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歳入構成比の全国状況
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２．地方税の状況
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地方税収入の推移 単位：百万円

年度

令和３年度の地方税収入額は、９８７，７１１百万円（※）となり、
前年度より５５，００８百万円の増となりました。

法人二税や、本県が受け取る地方消費税清算金が増加したこと等による地方消費税の増収が主な要
因となっています。

※ 地方消費税清算後の地方税額

（地方消費税清算前地方税 811,195百万円＋地方消費税清算金収入 315,617百万円－地方消費税清算金支出 139,101百万円）

個人県民税

37.3%
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2.1%
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19.7%

個人事業税

1.8%

地方消費税

18.2%

軽油引取税

6.3%

自動車税
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地方税構成比
（地方消費税清算前）

単位：百万円
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地方税収入は、２年連続で増となりました。
【参考】平成２７年度は、地方消費税の税率引き上げによる増収や、税制改正により地方法人特別税（国税）の一部

が法人事業税（県税）に復元されたことなどにより大幅な増となりました。

302,270

147,804

89,138

※ 地方消費税は清算前の金額
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令和３年度の埼玉県の地方税収入額は全国第５位（前年度第５位）となっています。
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5,871,544

全国平均
472,423
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１．歳出決算の目的別構造

令和３年度は歳出決算額 ２，４９９，３３６百万円となり、
対前年度で４０４，７５６百万円の増となりました。
目的別の前年度からの主な増減として、商工費は県内飲食店等の事業者に感染防止対策協力金を

支給したこと等により、 ２２２，３６２百万円の増、衛生費は新型コロナウイルス感染症対応の
ため、医療機関等に対する病床確保料が増加したこと等により７６，５４３百万円の増、総務費は
後年度の地方交付税の精算に備えて財政調整基金への積立てを増額したこと等により５６，９５９
百万円の増となっています。

平成２４年度と比較すると、衛生費の構成比は新型コロナウイルス対応により６．９ポイントの
増、教育費は平成２９年度の教職員給与負担のさいたま市への権限移譲等により１３．３ポイント
の減となっています。
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目的別歳出決算割合の推移
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令和３年度の埼玉県の目的別歳出構成比は、他県と比較して民生費及び衛生費の割合が高くなって
います。民生費は１７．８％で、全国で最も高くなっています。衛生費は１０．９％で奈良県に次い
で全国で２番目に高くなっています。
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２－１．歳出決算の性質別構造

性質別の前年度からの主な増減として、人件費が７，５１２百万円の減、
公債費が２７，７８６百万円の減、新型コロナウイルス感染症対策事業に伴う経費等の増加により補
助費等が２７６，３５４百万円の増、扶助費が６，９０７百万円の増となっています。

義務的経費が全体に占める割合は３５．９％となり、前年度から５．７ポイントの減となっていま
す。

また、平成２４年度と比較して、人件費の構成比は減少傾向にあり１４．８ポイントの減、補助費
等は社会保障関連経費や新型コロナウイルス感染症対策経費の増加等により１４．３ポイントの増、
公債費は３．０ポイントの減となっています。
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令和３年度の埼玉県の性質別歳出構成比は、他県と比較して補助費等の割合が高くなっています。補
助費等が４０％を超えているのは、埼玉県のほか東京都、神奈川県、大阪府です。

＜義務的経費とは？＞
通常、地方公共団体の歳出の性質は①人件費②扶助費③公債費④補助費等⑤普通建設事業費⑥災害復

旧事業費⑦失業対策事業費⑧物件費⑨維持補修費⑩積立金⑪投資及び出資金⑫貸付金⑬繰出金⑭前年度
繰上充用金の１４の項目に分けられています。
義務的経費とは、そのうち①人件費②扶助費③公債費をいいます。
歳出の構成において、経常的経費の比率が低いほど財政の自由度が高く、弾力性があるといえます。

経常的経費のうち特に義務的経費の占める割合が大きいほど、経常的経費の増大傾向が強くなります。

ポイント！
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２－２．人件費の状況

令和３年度の人件費は５４４，５６７百万円となり、対前年度７，５１２百万円の減となりました。
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岩手県
熊本県
長崎県
岡山県
沖縄県
宮城県
京都府
三重県
群馬県
栃木県

鹿児島県
新潟県
岐阜県
広島県
長野県
福島県
静岡県
茨城県
福岡県
兵庫県

神奈川県
千葉県
埼玉県
北海道
愛知県
大阪府
東京都

令和３年度の埼玉県の人件費は、全国で第
５位（前年度第５位）となっています。

人件費の全国状況
1,541,839

単位：百万円

全国平均
263,855

0

－12－



令和３年度の埼玉県の県民１人当たりの人件費は、７３．７千円（前年度７４．７千円）となり、
全国第４６位（前年度第４６位）となっています。
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135.5
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150.4
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161.0

162.5

174.7
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神奈川県

埼玉県

大阪府

福岡県

愛知県

静岡県

千葉県

広島県

兵庫県

京都府

宮城県

熊本県

岡山県

新潟県

奈良県

北海道

群馬県

茨城県

栃木県

東京都

岐阜県

石川県

滋賀県

長野県

三重県

愛媛県

富山県

青森県

香川県

山口県

大分県

福島県

宮崎県

長崎県

沖縄県

秋田県

山梨県

山形県

鹿児島県

和歌山県

岩手県

福井県

佐賀県

徳島県

鳥取県

高知県

島根県

県民１人当たりの人件費の全国状況
単位：千円

全国平均（加重）
９7．9

０.０

－13－

全国平均（単純）
１１6．0



２－３．扶助費の状況

令和３年度の扶助費は５７，３９１百万円となり、対前年度６，９０６百万円の増となりました。
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24 25 26 27 28 29 30 元 2 3

扶助費の推移 単位：百万円

年度

5,678 

6,399 

7,263 

8,201 

8,799 

9,255 

10,864 

11,552 

11,705 

11,879 

12,332 

12,340 
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12,584 
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13,211 

13,368 

13,388 

13,527 

13,866 

13,898 

15,269 

15,899 

17,043 

17,802 

17,986 

18,608 

18,844 

18,870 

19,638 

22,276 

23,781 

26,328 

27,596 

28,432 

30,068 

32,462 

32,929 

33,971 

44,312 

48,543 

49,459 

57,391 

61,061 

61,125 

63,468 

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000

鳥取県
富山県
秋田県
山梨県
山形県
新潟県
香川県
石川県
福井県
滋賀県

和歌山県
島根県
徳島県
岡山県
三重県
佐賀県
高知県
岩手県
大分県
山口県
岐阜県
宮崎県
京都府
宮城県
奈良県
長野県
静岡県
青森県
栃木県
福島県
広島県
長崎県
熊本県

鹿児島県
茨城県
愛媛県
群馬県
沖縄県
兵庫県
千葉県
愛知県

神奈川県
埼玉県
福岡県
北海道
大阪府
東京都

令和３年度の埼玉県の扶助費は、全国で第
５位（前年度第５位）となっています。

扶助費の全国状況 単位：百万円

全国平均
25,700

－14－

169,039

0



令和３年度の埼玉県の県民１人当たりの扶助費は、７．８千円（前年度６．８千円）となり、全国
第３３位（前年度第３６位）となっています。
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岐阜県
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大阪府

三重県

宮城県

秋田県

埼玉県

広島県

山形県

滋賀県

長野県

栃木県

茨城県

山梨県

鳥取県

石川県

山口県

福島県

岩手県

香川県

北海道

大分県

福岡県

東京都

和歌山県

奈良県

宮崎県

青森県

熊本県

福井県

佐賀県

群馬県

鹿児島県

徳島県

長崎県

島根県

高知県

沖縄県

愛媛県

県民１人当たりの扶助費の全国状況
単位：千円

全国平均（加重）
9．5

－15－

全国平均（単純）
１１.1



２－４．公債費の状況

令和３年度の公債費は２９６，１４６百万円となり、対前年度２７，７８５百万円の増となりました。

257,757

277,469
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公債費の推移 単位：百万円

年度

52,618 

60,086 

61,399 

65,160 

70,583 

72,416 

73,575 

73,917 

77,125 

77,245 

78,199 

86,748 

87,332 

89,030 

89,971 

90,046 

90,153 

92,491 

93,209 

94,994 

97,768 

97,849 

100,798 

101,302 
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108,448 

111,973 

113,377 

118,174 

120,824 

124,616 

140,826 

144,632 

147,917 

163,962 

169,149 

186,114 

232,741 

278,377 

296,146 

326,039 

364,868 

376,240 

395,581 

0 100,000 200,000 300,000 400,000

鳥取県
香川県
佐賀県
沖縄県
徳島県
山梨県
高知県
島根県
滋賀県
大分県
宮崎県

和歌山県
山形県
奈良県
山口県
富山県
福井県
愛媛県
石川県
長崎県
熊本県
群馬県
岡山県
岐阜県
岩手県
秋田県
宮城県
青森県
栃木県
三重県

鹿児島県
福島県
長野県
茨城県
広島県
京都府
新潟県
静岡県
福岡県
千葉県
埼玉県

神奈川県
東京都
北海道
大阪府
兵庫県
愛知県

単位：百万円
公債費の全国状況

令和３年度の埼玉県の公債費は、全国で第７
位（前年度第７位）となっています。

全国平均
149,335

－16－

460,859

0

459,304
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東京都

神奈川県

埼玉県

沖縄県

千葉県

大阪府

福岡県

宮城県

茨城県

群馬県

岐阜県

静岡県

広島県

岡山県

滋賀県

熊本県

栃木県

愛知県

香川県

京都府

三重県

奈良県

山口県

福島県

大分県

長野県

愛媛県

長崎県

宮崎県

北海道

鹿児島県

佐賀県

新潟県

山形県

石川県

兵庫県

岩手県

富山県

山梨県

青森県

和歌山県

鳥取県

徳島県

高知県

秋田県

島根県

福井県

県民１人当たりの公債費の全国状況
単位：千円

令和３年度の埼玉県の県民１人当たりの公債費は、４０．１千円（前年度３６．３千円）となり、
全国第４５位（前年度第４４位）の少なさとなっています。

全国平均（加重）
５５．４

－17－

全国平均（単純）
６８．３



２－５．補助費等の状況

令和３年度の補助費等は１，１２８，６４１百万円となり、対前年度２７６，３５３百万円の増と
なりました。
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補助費等の推移 単位：百万円

年度
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1,007,910 

1,055,220 

1,128,641 

1,239,771 

1,540,053 
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山梨県
福井県
佐賀県
高知県
秋田県
香川県
富山県

和歌山県
山形県
愛媛県
石川県
青森県
大分県
宮崎県
奈良県
岩手県
山口県
滋賀県
長崎県
長野県
三重県

鹿児島県
栃木県
群馬県
岐阜県
岡山県
熊本県
新潟県
宮城県
福島県
沖縄県
茨城県
広島県
静岡県
京都府
北海道
福岡県
千葉県
兵庫県
埼玉県
愛知県

神奈川県
大阪府
東京都

令和３年度の埼玉県の補助費等は、全国で
第５位（前年度第５位）となっています。

補助費等の全国状況
5,437,891

単位：百万円

全国平均
529,704

－18－

2,124,864

1,128,641

0



令和３年度の埼玉県の県民１人当たりの補助費等は、１５２．６千円（前年度１１５．３千円）と
なり、全国第３５位（前年度第４６位）となっています。
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徳島県
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宮崎県

熊本県
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大阪府

沖縄県

東京都

県民１人当たりの補助費等の全国状況
単位：千円

全国平均（加重）
196．6

－19－

全国平均（単純）
１73．4

392.8
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普通建設事業費の推移

２－６．普通建設事業費の状況

令和３年度の普通建設事業費は１７９，６９６百万円となり、対前年度１３，３２１百万円の増と
なりました。

単位：百万円

①普通建設事業費（補助） ②国直轄事業負担金 ③普通建設事業費（単独）

①

②

③

64,919 
76,718 
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山口県
群馬県
富山県
山形県
京都府
島根県
福井県
滋賀県
愛媛県
石川県
高知県
沖縄県
三重県
佐賀県
宮崎県
栃木県
広島県
大分県
和歌山県
秋田県
青森県
長崎県
岩手県
神奈川県
茨城県
鹿児島県
熊本県
千葉県
埼玉県
宮城県
大阪府
新潟県
岐阜県
長野県
静岡県
福岡県
兵庫県
福島県
愛知県
北海道
東京都

①普通建設事業費（補助）
②国直轄事業負担金
③普通建設事業費（単独）

全国平均
173,364

763,728

令和３年度の埼玉県の普通建設事業費は、全
国で第１３位（前年度第１６位）となってい
ます。

① ② ③
普通建設事業費の全国状況 単位：百万円

年度

－20－

①

②

③



令和３年度の埼玉県の県民１人当たりの普通建設事業費は、２４．３千円（前年度２２．５千円）
となり、全国第４５位（前年度第４５位）となっています。
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県民１人当たりの普通建設事業費の全国状況
単位：千円

①普通建設事業費（補助）
②国直轄事業負担金
③普通建設事業費（単独）

① ② ③

全国平均（加重）
６４．３
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１．標準財政規模・財政力指数

令和３年度の標準財政規模は１，２９６，６７１百万円となり、対前年度７６，００９百万円の増
となりました。

財政力指数は０．７４３５１となり、対前年度０．０２６７３ポイントの減となりました。
標準財政規模は４年連続の増、財政力指数は９年ぶりの減となっています。

第４編 財政指標
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標準財政規模・財政力指数の推移
単位：百万円

①標準財政規模
②財政力指数

①

②

＜標準財政規模と財政力指数とは？＞

標準財政規模とは、地方公共団体の一般財源の標準的大きさを示すものです。
地方公共団体が通常水準の行政サービスを提供する上で必要な一般財源の目安となる数値で、財政

分析や財政運営の指標算出のためなどに利用されます。
・・・より専門的には、令和３年度は以下の式で算定します。
[{基準財政収入額－（道府県民税所得割における税源移譲相当額の25％＋地方揮発油譲与税＋石油ガス譲与税＋森林環境譲与
税＋自動車重量譲与税＋航空機燃料譲与税＋交通安全対策特別交付金＋地方消費税に係る引き上げ分の25％）＋（分離課税
所得割交付金）}×100/75＋（地方揮発油譲与税＋石油ガス譲与税＋森林環境譲与税＋自動車重量譲与税＋航空機燃料譲与
税＋交通安全対策特別交付金） － （分離課税所得割交付金）]＋普通交付税＋臨時財政対策債発行可能額

財政力指数とは、地方公共団体の財政力を示す指数です。
財政力指数が高いほど自主財源の割合が高く、財政力が強い団体となります。
財政力指数が１を超える団体は、その超えた分だけ標準的な水準を超えた行政を行うことが可能と

なります。国からの普通交付税の交付を受けません。
算定は基準財政収入額を基準財政需要額で除した数値の過去３か年の平均値をとって行います。
ここでいう基準財政収入額とは、地方公共団体が標準的に収入しうると考えられる地方税等のうち、

基準財政需要額に対応する部分の額をいい、基準財政需要額とは、地方公共団体が妥当かつ合理的な
平均的水準で行政を行う場合に要する財政需要の額をいいます。

ポイント！

年度
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標準財政規模の全国状況

令和３年度の埼玉県の標準財政規模は、 １，２９６，６７１百万円
（前年度 １，２２０，６６２百万円）となり、全国第６位（前年度第６位）となっています。

全国平均
６２１，８０１

単位：百万円
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財政力指数の全国状況

令和３年度の埼玉県の財政力指数は、０．７４３５１（前年度０．７７０２４ ）となり、全国第
６位（前年度第６位）となっています。

全国平均
０．５００３４
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経常収支比率の推移

２．経常収支比率

令和３年度の経常収支比率は９０．１%となり、前年度と比較して４．６ポイントの改善となっ
ています。

公債費や社会保障関連経費の増等により支出が３．８％増加した一方、地方税収や普通交付税、
臨時財政対策債の増等により収入が９．１％増加したことが要因となっています。

＜経常収支比率とは？＞

経常収支比率とは、地方公共団体の財政構造の弾力性を測定する比率として使われます。

人件費、扶助費、公債費等の義務的性格の経常的経費に、地方税、普通交付税等を中心とする経常一
般財源収入がどの程度充当されているかをみます。

簡単にいえば、毎年かかる経費が毎年自由に使える収入に対してどれくらいあるかを見る比率です。
つまり、自由に使える収入の残りが大きければ大きいほど（＝経常収支比率が低ければ低いほど）余

裕をもつこととなり、いわゆる財政構造に弾力性がある地方公共団体ということになります。
逆に自由に使える収入の残りが少なければ少ないほど（＝経常収支比率が高ければ高いほど）景気の

変動や社会の変化に対応できるだけの余裕が乏しく、弾力性を失いつつある地方公共団体ということに
なります。

ポイント！

①人件費 ②扶助費 ③公債費 ④その他
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年度
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単位：％
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経常収支比率の全国状況
単位：％

① ② ③ ④

①人件費 ②扶助費 ③公債費 ④その他

全国平均
８７．３

令和３年度の埼玉県の経常収支比率は、９０．１％（前年度９４．７％）となり、全国第４１位
（前年度第２２位）となっています。

埼玉県は他県と比較すると、経常収支比率のうちその他（補助費等）の割合が高い状況となって
います。
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【自主的な改善努力による
財政健全化】

● 財政健全化計画の策定
● 外部監査要求の義務付け
● 計画実施状況の議会への報

告、市民への公表

３．実質赤字比率・連結実質赤字比率

＜健全化判断比率とは？＞

健全化判断比率とは、地方公共団体の財政状況を客観的に表し、財政の早期健全化や再生の必要性を
判断するためのものとして、以下４つの財政指標を定めています。

① 実質赤字比率
地方公共団体の最も主要な会計である「一般会計等に生じている赤字の大きさ」を、その地方公共団

体の財政規模に対する割合で表したものです。

② 連結実質赤字比率
公立病院や下水道などの公営企業会計を含む「地方公共団体の全会計に生じている赤字の大きさ」を、

財政規模に対する割合で表したものです。

③ 実質公債費比率
地方公共団体の借入金（地方債）等の「返済額（公債費）の大きさ」を、その地方公共団体の財政規

模に対する割合で表したものです。返済額には、債務負担行為の支出予定額など実質的な公債費も含ま
れます。過去３か年の平均値をとって算定します。

④ 将来負担比率
地方公共団体の借入金（地方債）の残高など「現在抱えている負債の大きさ」を、その地方公共団体

の財政規模に対する割合で表したものです。

【各指標の基準】

ポイント！

健全段階 再生段階早期健全
化段階

健
全
財
政

財
政
悪
化

① 実質赤字比率

② 連結実質赤字比率

③ 実質公債費比率

④ 将来負担比率

早期健全化基準

３．７５％

８．７５％

２５％

４００％

財政再生基準

５％

１５％

３５％

【指標の整備と情報開示の徹底】
● 監査委員による審査
● 議会への報告、県民への公表

【国等の関与による確実な再生】
● 財政再生計画の策定
● 外部監査要求の義務付け
● 財政再生計画の総務大臣協

議・同意
● 計画実施状況の議会への報

告、県民への公表

埼玉県は、過去全ての年度で実質赤字比率・連結実質赤字比率とも該当はありません。
また、令和３年度決算において該当する都道府県はありません。

－27－
※ いずれも道府県の場合（東京都は別途設定）

【自主的な改善努力による
財政健全化】

● 財政健全化計画の策定
● 外部監査要求の義務付け
● 計画実施状況の議会への報

告、県民への公表



４．実質公債費比率・将来負担比率
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将来負担比率

令和３年度の将来負担比率は１５７．９％となり、昨年度から２３．２ポイントの改善と
なりました。

令和３年度の実質公債費比率は１０．７％となり、昨年度から０．２ポイントの改善とな
りました。
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（将来負担比率）

（実質公債費比率）

令和３年度の埼玉県の実質公債費比率は全国で第２４位（前年度第２５位）、将来負担比率は全国で
第１９位（前年度第２1位）となっています。

全国ランキング

※ 平均は加重平均

財政悪化
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埼玉県
実質公債費比率： 10.7％
将 来 負 担 比率 ：157.9％

実質公債費比率

都道府県 比率（％） 順位

東京都 1.４ 1

島根県 5.3 2

岐阜県 6.1 3

福島県 7.1 4

沖縄県 7.1 4

熊本県 7.3 5

埼玉県 10.7 24

- - -

秋田県 14.9 43

兵庫県 15.2 44

京都府 15.9 45

新潟県 17.5 46

北海道 19.1 47

平均 10.1

将来負担比率

都道府県 比率（％） 順位

沖縄県 30.3 1

東京都 37.5 2

神奈川県 81.6 3

青森県 82.1 4

宮崎県 95.7 5

- - -

埼玉県 157.9 19

- - -

福岡県 245.9 43

京都府 270.8 44

新潟県 297.4 45

北海道 304 46

兵庫県 315.1 47

平均 160.3




